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平成２１年度第６回経営協議会議事要録

日 時 平成２１年１２月１０日（木）１５時

場 所 ＫＫＲホテル名古屋 福寿の間

出 席 学内委員６名 欠席なし

学外委員５名 欠席１名

会議成立

開会１５時

議事に先立ち，学長から挨拶があった後，政府の行政刷新会議による事業仕分け作業に

係る国立大学法人の対応状況等について説明があった。

① 大学の運営費交付金について削減の評価が出たことを受け，東海・北陸地区の１２

国立大学は「地域を支える人材育成と研究開発等が当面する予算削減の視点と即効性

の観点から議論されることに大きな危惧の念を抱いている」との共同声明を発表した

こと。

② 科学技術予算の削減に対して，県内４国立大学法人（名古屋，名古屋工業，豊橋技

術科学，愛知教育）の学長が１２月６日に民主党愛知県連と懇談したこと。

次いで，総務課長から，本日の配付資料の確認及び会議日程等の説明があった。

議 題

１．平成２１年度第５回経営協議会議事要録の承認について

学長から提議され，原案どおりこれを承認した。

２．２００９年度予算の使途変更について

学長から提議され，折出委員から資料に基づき，２００９年度本学予算の人件費の

見積額が少なくなることが見込まれるので，人件費から30,000千円を予備費への使途

変更分として計上することの説明があり，標記変更を承認した。

３．２００９年度愛知教育大学予算（補正案）について

学長から提議され，折出委員から資料に基づき，予算額増減の要因について次のと

おり説明があり，標記補正案を承認した。

【収入予算及び支出予算について】

・ 一般会計に授業料収入10,000千円の収入増額分を計上

・ 施設整備費会計に２１年度補正予算「太陽光発電」執行残8,715千円の文部科学

省返金分を計上

・ 大学改革推進等補助金会計に専門職大学院ＧＰに係る当初予算の仮置き額

（15,000千円）を本学での執行予定額（13,774千円）に修正

報 告

１．平成２０年度に係る業務の実績に関する評価結果について
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学長から，資料に基づき，国立大学法人評価委員会から標記について通知があり，

①全体評価の内容，②項目別評価として業務運営の改善及び効率化に関する目標，財

務内容の改善に関する目標，自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する

目標，その他業務運営に関する重要目標について各々の評定や課題，③教育研究等の

質の向上の状況について確認した結果の注目事項等について報告があった。

これに対して，次のとおり質疑応答があった。

【教職大学院について】

（委員からの質疑等）

・具体的な不足人数と原因について伺いたい。

・大学院を修了してもメリットが少ないのか。

・教育研究内容の魅力は何か。

（大学側の回答）

・定員は５０人で国の基準では９０％以上の学生収容定員充足率が必要である。初年

度２３人，今年度３２人の入学者があった。原因としては，愛知県は教員需要が高く，

学部直進者は大学院で２年間学んで授業料を払うよりも先に教員就職を選んでいるの

ではないか。入学者は他大学出身者が多い。

・学部直進者に対して教員採用合格者名簿の登載を教職大学院在学期間は有効とする

ことについて名古屋市教育委員会とも交渉を進めていきたい。

・教職大学院のカリキュラムは，教育委員会の協力をもとに連携協力校にて実習を行

っており，実践的な研究を重視している。担当教員１７人のうち８人が実務家教員で

ありティームティーチング方式で授業を行っている。現職教員からの評価は良好であ

る。

【不審者情報について】

（委員からの質疑等）

・大学経営に関わる問題なのかどうか

（大学側の回答）

・危機管理の面から重要となっている。

【免許更新制について】

（委員からの質疑等）

・政権交代して今後の方向性が見えてこないが，継続のままなのか。学校現場では１

～２年で終わってしまう制度なのか混乱している。

（大学側の回答）

・大学としてもかなりの予算を費やしたが，政府の仕分け作業次第では，コスト削減

のために年度途中でも中止となることもあり得るかもしれない。

【評価について】

（委員からの質疑等）

・基本的には絶対評価なのか

・自己点検・評価は以前から各大学で実施している。評価のための評価になっている

のではないか。

・評価は何に使われるのか。膨大な努力と時間が費やされているが，評価は学んだ人

や仕事した人が一番よくわかっている。評価とは第三者に報告するためのものなのか。

（大学側の回答）
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・絶対評価であり，目標を立ててそれが実行できなければ，マイナス評価を受けること

となる。

・評価は自己反省をし，目標に向かって改善の努力をして大学の運営につなげていくも

のと考えているが，現行制度では財務的に運営費交付金に反映される。

２．第二期中期目標・中期計画（素案）の差し替えについて

学長から第二期中期目標・中期計画（素案）の修正案を１０月２３日に文部科学省

へ提出し，１１月６日開催の国立大学法人評価委員会にて原案どおり了承された旨の

報告があった後，資料に基づき，修正した事項の説明があった。

関連して，本学では第二期中期目標・中期計画の実施をより計画的に実現するた

め，具体的数値目標を書き込んだ６年間のアクションプランを作成していることの報

告があった。

これらに対して，次のような質疑応答があった。

（委員からの質疑等）

・附属学校について特別クラスを編成して大学へのパイプを繋いではどうか

・一般的に高校は特に会話（語学）の専門家が少ない。

（大学側の回答）

・附属高校は大学と同じキャンパス内にあり，従来から高大連携教育システムによっ

て大学と連携した授業を行っており，推薦入試によって数名の附属高校卒業生を受

け入れている。

・附属高校の教員人事は愛知県との交流であるが，大学採用の教員を高校に配置でき

ればと考えている。

３．給与支給制度の改正について

学長から提議され，折出委員から資料に基づき８月１１日に人事院から勧告された国

家公務員の給与勧告の改正内容及び本学の対応案について，次のとおり報告があった。

①本給については若年層を除き，平均０．２％を引き下げることについて実施するこ

と。

②年間給与の調整については，本年４月以降に受けた本給・諸手当の０．２４％を１

２月期の賞与から減じることについては，実施しないこと。

③本給の調整額（大学院担当等）を一部引き下げることについては実施すること。

４．２００９年度上半期決算について

折出委員から，平成２１事業年度中間決算の概要として財務諸表（貸借対照表，損益

計算書，国立大学法人等業務実施コスト計算書等）に基づき，資産，負債，純資産，費

用，収益，当期総利益についての報告があった。

５．２００９年度予算実施計画（目的積立金）について

折出委員から，資料に基づき，２００９年度予算実施計画（目的積立金）について，

執行予定額，最終執行（予定）額，追加計画事項（基盤的研究環境整備に係る研究設備

ほか）の報告があった。
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６．次回開催日について

総務課長から，次のとおり報告があった。

第７回経営協議会

日 時 平成２２年１月２６日（火）１０時

場 所 ＫＫＲホテル名古屋 福寿の間

議題等（予定） 予算書原案ほか

閉会 １７時


